
（平成３０年度中間）資料４－２

目標の設定及び達成に向けた考え方について（区作成）
【城東　区】（受託者等：社会福祉法人　大阪市城東区社会福祉協議会）

参照様式

　各地域で、世代を超えた住民や様々な活動団体が
幅広く参加・参画、連携することによって、様々な地域
課題解決に取り組み、新たな担い手（後継者）が生ま
れ、民主的、自主的、自律的にまちづくりが運営され
ている状態。

【現在の状況】
・ステージ１の「法人格の取得」「地域公
共人材の活用」を除く項目について、
「すべて◎か○」の地域の数

　達成状況：（中間）１６地域中、１５地域
　　　　　→　（期末）１６地域中、１６地域
　説明：地域活動協議会としての活動
が、 概ね順調に取り組めているといえ
る。

・ステージ２の「法人格の取得」「地域公
共人材の活用」「区の独自取組」を除く
項目について、「△が２つ以下で、その
他がすべて◎か○」を満たす地域の数
　達成状況：（中間）１６地域中、１１地域
　　　　　→   （期末）１６地域中、１１地域
 説明：順調には達成できていない。

状況４－１
状況４－２

・平成３０年度末までに「自律的運営に向けた地域活
動協議会の取組（イメージ）」におけるステージ１・ス
テージ２の各項目を達成。

【現在の状況】
上記２のとおり、ステージ１は概ね達成し
ているが、ステージ２のうち、
・法人格の取得
・地域公共人材の活用
・区の独自取組：ＣＢ／ＳＢの実施
・構成団体以外との連携・協働
・議事録や会計情報の周知
  については、順調でない。

状況４－１
状況４－２

形成済の全地域活動協議会について、ステージ１の
項目を全て達成の他、ステージ２・３の各項目のうち、
１１項目を達成

【現在の状況】
１）達成＝◎印を達成とした場合
・達   成： 　０地域
・未達成： １６地域

２）◎と○印の両方を「達成」と見なした
場合
ステージ１の項目を全て達成と、ステー
ジ２・３の各項目のうち、１1項目以上を
達成
・達　成：  １４地域
・未達成： 　２地域

状況４－１
状況４－２

・今年度の町会加入率は、７２．８％(昨年度：７３．９％、城東区地域振興会調査数値）であっ
た。年々少しずつ下がってきているが、まだまだ高い数値を維持している。

・区内に５つの河川があり、南海トラフ大地震発生時の津波による浸水や近年の大雨や大型台
風による河川氾濫、内水氾濫における被害を想定した対応が必要であり、防災に対する住民
の関心は非常に高い。

ア　「自律的
運営に向けた
地域活動協
議会の取組
（イメージ）」

１　地域課題・ニー
ズ等の状況につ
いて

２　当事業によりめ
ざす状態

(1) 中長期の目
標

(2) 平成30年度目標

３　当事業の目標

区の考え方等

・　3月16日開通の「おおさか東線」新駅の開設もあり、一層交通至便なまちとして、マンションの
建設が続いており、人口、世帯数は緩やかに増加傾向にある。

・人口密度が２４区中１位（全国４位）、住民一人当たりの公園面積は２４区で一番少ない。

・少子高齢化が進んでいるが、地域による格差が大きい。

・マンションが建つと子育て世代が急激に増える一方で、在来の住宅地域では高齢化が進んで
空家・老朽家屋が増えてきており、両者の間でコミュニティにギャップが生じている。

・地域活動の担い手が不足しており、後継者の育成が課題となっている。
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参照様式区の考え方等

(ｱ) 自律
的な地域
運営

校区等地域において、様々な活動主体が協働し、そ
の話し合いのもと合意を形成し、自ら地域課題の解決
に取り組むなど、地域が自律的に運営されていると感
じている割合
　５０％以上

【現在の状況】
（問４）皆さんの地域において、自律的な
地域運営に取り組めるようになっている
と思いますか。

　   平成２８年度期末 　 ５１．４％
  →平成２９年度期末 　 ６７．５％
    (平成２９年度に受託事業者の変更あ
り）
　→平成３０年度　　 　　６４．５％

アンケート

(ｲ)新たな
担い手育
成

中間支援組織が、新たな担い手育成のため、「城東
区ボランティア・市民活動センター」と連携・協働する
などし、効果的に行っていると感じる割合　５０％以上

【現在の状況】
（問２）まちづくりセンター等からの次の
支援は地域の皆さんの活動に役立ちま
したか。
「９ 地域活動の担い手の拡大に向けた
支援」
　
　   平成２８年度期末 　 ４２．９％
  →平成２９年度期末 　 ４５．５％
    (平成２９年度に受託事業者の変更あ
り）
　→平成３０年度　　 　　６２．７％

アンケート

(ウ) 中間
支援組織
の活用

地域活動協議会が課題やニーズに応じて中間支援
組織から支援を受けていると感じている割合　５０％以
上

【現在の状況】
（問１）まちづくりセンター等の支援につ
いて満足していますか。
 
　　平成２８年度期末 　７２．０％
 →平成２９年度期末    ５７．５％
　　(平成２９年度に受託事業者の変更
あり）
 →平成３０年度　　　　 ８６．４％

アンケート

・地活協の認知度、理解度アップに努めてきた結果、地活協への理解は徐々に進んできてお
り、地域ごとの自律運営の進捗度合いの差は狭まってきている。

・役員改選により、会計担当が交代した地域における会計処理がうまくできるかどうか心配され
たが、まちづくりセンター支援員が計画的に勉強会・研修会の開催や事業ごとの精算報告作成
の支援を行なった結果、スムーズに会計処理を行うことができている。

・地域役員の高齢化が進んでおり、後継者の育成、新たな人材の発掘につながる取り組みが
急務である。

・地域の活動が盛んになっている地域では、活動資金に不足が生じ、予算の増額を要望する
地域がいくつか出てきている。この動きをＣＢ／ＳＢに結び付けていくことが重要であり、「コミュ
ニティ回収」を推奨し説明を行なってきた結果、年度内に１地域で取り組みが開始される予定と
なった。今後、先行実施地域の報告を他地域と共有し、一層の拡大を図る必要がある。

・総会、運営委員会で意思決定された議事録や決算報告を広報することについて、一部の地
域に抵抗感がある模様である。会計の透明性を高め、活動を広く知らしめることが新たな人材
の確保につながり、一層の活性化につながることを理解してもらえるよう、引き続き粘り強く説明
していく。

・課題であった全地域での広報紙の発行は、今年度中に完了する見込みである。

・これまでの大きな課題であった会計処理について、会計担当の力で処理できる地域が徐々に
増えてきており、自力でできる地域とそうでない地域とで支援の度合いにメリハリをつける。

・地活協に世代を超えた住民や企業、団体等が幅広く参加・参画することから、新たな担い手
の発掘や養成が行われ、後継者不足が解消し民主的、自主的、自律的にまちづくりを進めて
いけるよう支援する。

・各地域担当の区役所職員が積極的に地域活動に参加し、地域活動の進捗状況を把握、確
認しており、気づいた点や意見は市民協働課で取りまとめしてまちづくりセンターに伝え、連携
して地域を支援する。

・地域活動協議会の認知度アップ、総意形成機能強化に向け、情報発信（ＳＮＳ、広報紙）の支
援を行う。

５　当事業による
支援の方針

イ　利用者アンケート調査

４　地域活動協議
会の状況につい
ての分析

上記２・３の【現在
の状況】及び評価
資料等を踏まえ分
析
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参照様式区の考え方等

・区役所として、地域活動協議会の情報発信促進に向けて、区ＨＰと各地域のＳＮＳやＨＰとのリ
ンク、区ＨＰや区広報誌での地域活動紹介や参加促進、各地域の広報紙等の配架など、情報
発信の支援を行なう。

・地域運営における世代間継承がスムーズに出来るように、まちづくりセンターと区社協「城東
区ボランティア・市民活動センター」との連携によって、また医療機関や学校、福祉法人のほ
か、企業や外部団体を含めた「企業・ＮＰＯ・学校・地域交流会」を引き続き開催して連携を行な
い、広く広報をおこなうことにより、地域事業への新たな参加者を増やし、新たな担い手、人材
の発掘に取組む。

・今年度、「会計」「広報」をテーマとして開催された「情報交換会」を引き続き開催し、担当者相
互の交流を図る。

６　目標達成に向
けた戦略

3／3


